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広島市

平成21年～平成24年度に実施した広島市精神障害者地域移行支援事業で培ったノ
ウハウやネットワークを強みとし、現在停滞している地域移行に向けた取り組みを再
出発させたい。
まずは、できることから一歩ずつ、関係者と顔の見える関係づくりから・・・。

「地域で暮らしたい」を支える
『まち』ひろしま

平成28年度 第２回 精神障害者の地域移行担当者等会議「事前課題」シート
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広島市

広島市

取組内容

・平成24年度以降、停滞している・・・。

・新たな一歩を踏み出すことが課題

※H27年630調査（暫定）

障害保健福祉圏域数 １カ所

市町村数 ８区

人口（H28年12月末） 1,193,857人

精神科病院の数（※） 14病院

精神科病床数（※） 2,916床

入院精神障害者数
（※）

3か月未満：646人（24.2％）

３か月以上１年未満：458人（17.2％）

１年以上：1,564人（58.6％）

うち65歳未満：人

うち65歳以上：人

退院率
（H２５年度精神保健福祉資料）

入院後３か月時点：73.2％

入院後６か月時点：87.8％

入院後１年時点：92.4％ ※88.6％

相談支援事業所数
（H28年12月末）

基幹相談支援センター：8

一般相談事業所数：14

特定相談事業所数：40

障害福祉サービスの利用状況
（H28年12月末）

地域移行支援サービス：0人

地域定着支援サービス：0人

保健所 保健所 1カ所 保健センター 8カ所

（自立支援）協議会の開催頻度
（H28年度）

3回／年

精神障害にも対応した地域包括ケ
アシステムの構築に向けた保健・
医療・福祉関係者による協議の場
の有無と数

都道府県 － カ所

障害保健福祉圏域 有 1カ所

市町村 有 1カ所

精神保健福祉審議会（H28年12月
末）

0回／年、委員数14人

基本情報

１１ 県又は政令市の基礎情報県又は政令市の基礎情報
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22 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

広島市

広島市障害者自立支援協議会（地域包括ケアシステムの構築に向けた検討[三障害]）

広島市障害者自立支
援協議会において、
地域の障害福祉に関
する関係者の連携、
支援体制に関すること
を定期的に協議して
いる。

引き続き、この協議会
を主軸とし、地域包括
ケアシステムの構築
にむけて、医療機関と
の連携を視野に入れ
協議していく。

協議の中で、精神障
害に特化した協議が
必要な場合に部会の
設置について検討す
る。

全体会

相談支援プロジェクト 障害者権利擁護部会

・相談支援活性化プロジェクト

・災害対応プロジェクト

テーマ別プロジェクト

障害者及び地域団体等

各区地域部会

地域生活支援拠点

検討部会
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広島市

22 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組概要（全体）

広島市障害者自立支援協議会の概要

名称 取組内容（協議事項） 検討事項、方向性

全体会
地域生活支援拠点の整備について

テーマ別プロジェクト進捗状況報告
等

継続

精神障害に特化した協議が
必要な場合は部会の設置
について検討

部会

相談支援プロジェクト － 相談支援事業所の評価等

障害者権利擁護部会
障害者虐待の防止及び虐待事例に関
する検討

継続

地域生活支援拠点検討部会 地域生活支援拠点の整備について 継続

各区地域部会（８区） 各区の実情に応じた相談体制の充実
継続
H24年度以前の事業で培っ
たノウハウを活かす工夫

テーマ別プロジェクト
相談支援活性化、相談員資質向上

継続
個別給付利用の促進

災害後の生活支援について 継続
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広島市

関係機関の役割

市町村ごとの保
健・医療・福祉
関係者による協
議の場

協議体の名称
設置根拠

広島市障害者自立支援協議会

協議の内容
• 地域生活支援拠点の整備について
• 相談支援体制の充実
• 人材育成等

協議の結果としての
成果 ・関係者の情報共有、課題の明確化

障害保健福祉
圏域ごとの保
健・医療・福祉
関係者による協
議の場

協議体の名称
設置根拠 広島市障害者自立支援協議会、各区地域部会

協議の内容
• 各区の特性（インフォーマルな資源を含む）を活かした支援体制について
• 個別事例の検討

協議の結果としての
成果

• 地域資源の発掘
• 実務者レベルの連携強化

都道府県ごとの
保健・医療・福
祉関係者による
協議の場

協議体の名称
設置根拠 －

協議の内容

協議の結果としての
成果

３３ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組む市・圏域（例）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に取り組む市・圏域（例）
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広島市

広島市精神障害者地域移行支援事業（平成２１年度～平成２４年度）

４４ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の経緯

（障害者自立支援特別対策事業：広島県からの委託事業）

【　目的　】
　精神科病院に入院している精神障害者のうち、症状が安定しており、地域の受入条件が整えば、退院可能な者に対して、病院等と連
携し、地域生活への移行に向けた支援を推進する。

病院・施設等 受託指定相談支援事業者

広島市

地域移行支援協議会

■ 利用者の適否の判定
■ 事業全体の総合調整 など

≪委員≫
・学識経験者

・精神科病院の職員

・精神障害者社会復帰施設又は自立支援福祉サービス事業者の職員

・地域体制整備コーディネーター

・精神保健福祉センターの職員

入院・入所者

（利用者）

地域移行推進員

■ 個別の入院患者を担当

■ 個別支援計画の作成

■ 個別支援計画に基づく利用者の支援 など

個別支援会議

■ 個別支援計画の決定・見直し など

≪構成員≫
・地域移行推進員

・地域体制整備コーディネーター

・主治医、関係機関等

地域体制整備コーディネーター

■ 事業の体制整備

■ 地域移行推進員への助言・指導 など

地域移行支援実務者会議

■ 担当する地域移行推進員の決定
■ 事業の進捗状況の把握 など

≪構成員≫
・指定相談支援事業者

・精神科病院の職員

・精神保健福祉センターの職員

・精神保健福祉課の職員

・必要と認めらる施設の職員

・地域移行推進員

地域生活に向けた支援
連携

退院・退所

①

②

③

④

⑤
⑥

⑦

福祉サービス等

提供事業者

地域生活

福祉サービス等

利用者

連携

⑧

⑨

地域移行支援協議会の開催
（年４回）

地域移行支援実務者会議の開催
（月１回）

個別支援会議の開催
（対象者1人あたり１～２回）

H21～H23年度の対象者 8人
退院後の処遇 グループホーム 2人

アパート 3人
自宅 1人
中断 2人

本事業の成果

H24に地域移行支援・地域定着支援が
個別給付化されたことに伴い、左記事
業を廃止

その後、障害福祉サービス事業者との
連携のしくみが構築されていない

課題
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１．広島市障害者自立支援協議会で協議し地域部会を活性化させることで、より身近な地域で
の支援体制の検討ができる
２．広島市精神障害者地域移行支援事業（H21～H24)で培ったノウハウを持ったスタッフが地域
に存在する。

広島市

特徴（強み）

５５ 精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組における強みと課題精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた取組における強みと課題

１．精神障害者の地域移行・地域定着について協議する場の設定について検討する。
２．障害福祉サービス等の関係各課との連携を図る。

１．H24年度以降、市としての取組が停滞している。
２．精神障害者の地域移行・地域定着について協議する場の検討が必要である。

３．地域移行支援の個別給付実績が極めて少ない。（一般の相談支援として実施している場合がある。）

課題

指標の推移 平成25年度 平成26年度 平成27年度

１年以上の精神科病院在院患者数 （各年6月30日現在） （人） １，５８７ １，５９４ １，５６４

地域移行支援利用者数（各年度３月末月時点）（人） ９ ４ １

ピアサポーターの養成者数※（実人数）（人）
※ピアサポーターの養成を目的とした取組を実施している場合

－ － －

ピアサポーターの活動者数（実人数）（人） － － －

平成２８年度の目標と達成状況の方向性（暫定評価）

7
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広島市

時期（月） 実施内容 担当

H29年度 １、２について
〇協議の場の設定について、関係課と調整する。

〇委託相談支援事業所連絡会議等の機会を捉え、地域
移行・地域定着の利用促進を図る。
〇平成30年度に向けた事業について検討する。

３について
〇各区において市民を対象とした講演会等の開催

精神保健福祉課
障害自立支援課

精神保健福祉課
各区保健福祉課

６６
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
平成２９年度の取組スケジュール
精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に向けた
平成２９年度の取組スケジュール

１．精神障害者の地域移行・地域定着について協議する場の設定について検討する。
２．障害福祉サービス等の関係各課等との連携を図る。
３．精神障害に対する正しい知識の普及啓発を図る。

平成２９年度の目標


